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「行
革
か
わ
ら
版
」は
、
本
市
の
行
政
改
革
に
関
す
る
情
報
を
、

タ
イ
ム
リ
ー
に
発
信
し
て
い
き
ま
す
。 
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市
は
、
平
成
28
年
3
月
、
「
新
行
政

改
革
実
施
プ
ラ
ン
」を
策
定
し
ま
し
た
。 

こ
の
プ
ラ
ン
は
、
平
成
28
年
度
～
平
成

31
年
度
に
取
り
組
む
53
の
改
革
課
題
と

そ
の
目
標
を
示
す
計
画
で
す
。
ま
た
、
改

革
課
題
の
実
効
性
を
高
め
る
た
め
に
目

標
額
51
億
円
を
設
定
し
て
い
ま
す
。 

本
プ
ラ
ン
の
策
定
に
あ
た
っ
て
は
、
2

月
15
日
か
ら
3
月
6
日
の
間
、
パ
ブ
リ

ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
実
施
し
、
74
名
よ
り
133

件
の
意
見
が
寄
せ
ら
れ
ま
し
た
。 

そ
の
結
果
、
改
革
課
題
等
の
大
き
な
見
直

し
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
が
、
一
部
文
言
等

の
修
正
を
行
い
ま
し
た
。 

今
後
、
自
主
財
源
の
確
保
や
事
務
事
業

の
見
直
し
等
、
本
プ
ラ
ン
に
掲
げ
る
4
つ
の

改
革
の
柱
に
沿
っ
て
、
改
革
課
題
の
達
成
に

向
け
た
取
り
組
み
を
推
進
し
て
い
く
と
と
も

に
、
毎
年
度
、
進
捗
状
況
の
公
表
を
行
い
ま

す
。
本
プ
ラ
ン
や
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
の
結

果
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
内
（行
政
改
革
部
※
4

月
か
ら
は
行
革
推
進
課
）
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。 

新プランに掲げる 

４つの改革の柱 

職
場
単
位
で
業
務
改
善
を
進
め
、
そ

の
実
績
を
庁
内
で
共
有
す
る
こ
と
で
、

全
庁
的
な
活
動
に
繋
げ
て
い
く
「
枚
方

市
業
務
改
善
制
度
」の
取
り
組
み
に
つ
い

て
、
平
成
27
年
度
で
は
、
118
の
改
善
事

例
が
報
告
さ
れ
、
そ
の
内
、
特
に
優
れ
た

取
り
組
み
と
し
て
11
の
事
例
が
市
長
か

ら
表
彰
さ
れ
ま
し
た
。
（裏
面
参
照
） 

今
後
も
、
引
き
続
き
、
業
務
改
善
制

度
を
通
じ
て
、
職
員
の
改
革
・改
善
意
識

の
向
上
や
庁
内
の
活
性
化
を
進
め
て
い

き
ま
す
。 

新
行
政
改
革
実
施
プ
ラ
ン
を
策
定 

自
主
財
源
の
確
保
や
事
務
事
業
の
見
直
し
等
を
推
進 

① 自主財源の確保と受益者負担の

適正化 
使用料・手数料の見直し、市有財産の有効

活用、市税等の収入確保、特別会計・企業

会計の経営健全化    など 11課題を設定 

 

② 事務事業等の見直し・最適化 
事務事業・補助金の見直し、外郭団体等の

経営健全化の促進、市民交流センターのあ

り方の決定       など 28課題を設定 

 

③ 行政の役割と責任を踏まえた 

効率的・効果的な行政運営 
指定管理者制度の拡大、公立保育所の民営

化、技能労務職員の適正配置に向けた取り

組み           など6課題を設定 

 

④ スリムで機動力を持った組織体

制の確立 
スリムで機動力を持った組織・業務執行体

制の確立、人材育成基本方針に基づく職員

力の向上、メリハリの利いた人事・給与制

度の充実        など 8課題を設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度 枚方市業務改善制度 

各
職
場
か
ら 

 

118
の
業
務
改
善
事
例
が
報
告 

＜平成 27年度業務改善制度 表彰式の様子＞ 

 

民間活力活用業務の評価・検証 

民
間
活
力
活
用
業
務
評
価
・
検
証
に
係
る

報
告
書
を
取
り
ま
と
め
ま
し
た 

市
は
、
こ
れ
ま
で
本
市
が
業
務
委
託

や
指
定
管
理
者
制
度
を
導
入
し
た
事

業
に
つ
い
て
、
行
政
の
役
割
と
責
任
を
踏

ま
え
た
上
で
、
効
果
や
課
題
を
検
証

し
、
そ
の
結
果
を
今
後
の
民
間
活
力
の

活
用
に
活
か
す
こ
と
を
目
的
と
し
て
、

平
成
27
年
度
か
ら
「民
間
活
力
活
用
業

務
の
評
価
・
検
証
」
の
取
り
組
み
を
実
施

し
て
い
ま
す
。 

取
り
組
み
の
初
年
度
で
あ
る
平
成 

27
年
度
で
は
、
業
務
委
託
事
業
（地
域
包

括
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業
、
一
般
ご
み
収
集

業
務
）
を
対
象
と
し
て
評
価
・
検
証
を
実

施
し
、
そ
の
結
果
を
報
告
書
と
し
て
取
り

ま
と
め
ま
し
た
。
本
報
告
書
及
び
報
告
書

に
お
け
る
外
部
評
価
員
の
検
証
・
評
価
結

果
を
踏
ま
え
た
今
後
の
対
応
等
、
詳
細

は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（行
政
改
革
部
※
4
月

か
ら
は
行
革
推
進
課
）
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。 

平
成
28
年
度
は
、
指
定
管
理
者
制
度

導
入
事
業
を
対
象
事
業
と
し
て
、
評
価
・

検
証
を
進
め
て
い
く
予
定
で
す
。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

行
政
改
革
課
で
は
、 

平成 27 年度業務改善制度 表彰対象事例一覧 

１・職員用パソコンでの市議会映像視聴（総務部 情報推進課） 

・自席で LIVE（生中継）～議会を自席で視聴しよう！（市議会事務局） 

 本会議場で開催されている議会状況について、職員用パソコンで視聴できる仕組みを構築した。これにより、

自席を離れずに議会状況を確認できるため、全ての職場において緊急の用件が発生した場合にもスムーズな対応

が可能となった。 

また、委員会室（会議室）の傍聴利用を 2室から 1室とし、委員会室の有効活用が可能となった。 

２窓口対応の説明漏れ、確認漏れをなくし、市民対応向上を図る（健康部 保健予防課） 

窓口で申請受付をする職員が、誰でも同様の申請受付が出来るように、受付チェックシートを作成し、受付時

間の短縮、確認・説明漏れの防止につなげた。 

３タイムライン機能を活用しよう！（環境保全部 環境衛生課） 

メールで受信する事務連絡文書等については、確実に周知できるよう、印刷し、回覧を行っていたが、多くの

時間を要していた。グループウェアのタイムライン機能を活用することで、迅速、確実に周知を図るとともに、

紙使用量の削減につなげた。 

４し尿処理業務における作業の効率化（環境保全部 淀川衛生事業所） 

し尿等の前処理工程において、スクリーンでごみを取り除いているが、し尿等に含まれている油分がこのスク

リーンに付着し、その洗浄作業に困難を来たしていた。油は温めると溶け易くなる性質に着目し、温水で洗浄す

るよう見直したことで、油分が除去し易くなり、作業回数の縮減と作業の効率化につなげた。 

５ごみ収集車両の火災防止について（環境事業部 減量業務室） 

これまでから、ホームページや周知ポスターの掲示等により、市民に対するごみ収集車両の火災や適正排出の

理解を深めることにより、車両火災の防止に努めてきたが、未だに発生している状況であった。 

このことから、車両火災の原因となるカセットボンベ等の危険物ごみについて、穂谷川清掃工場及び東部清掃

工場での引き取りや出張回収等を開始し、車両火災の防止を図った。 

６会議資料の PDF 化（都市整備部 都市計画課） 

ワード、エクセル、パワーポイントなどデータが混在している会議資料については、資料を整えるために時間

を要していたが、データをＰＤＦ化のうえ、結合一本化することにより、資料を整える時間の削減、更には、ペ

ージの欠落等誤配布の防止を図ることができた。 

７交通安全教室実施手順のマニュアル化について（土木部 交通対策課） 

保育所（園）、幼稚園、小学校に対して実施している交通安全教室の実施手順・手法について、統一したマニ

ュアルを作成することにより、担当者間・グループ内における実施手順・手法の共有化を図った。 

８「避難所となる公共建築物」の応急危険度判定を市職員判定士と大阪府建築士会所属判定

士のペアで実施（公共施設部 施設整備室） 

大規模地震災害が発生した場合、公共施設部が「避難所となる公共建築物」の応急危険度判定を実施し、避難

住民の安全確保を図る必要ある。被災した状況下において、より迅速な対応ができるよう（公社）大阪府建築士

会所属の判定士と協力しながら、応急危険度判定を実施する体制を構築した。 

９施設メンテナンスグループが常備する修繕材料の拡充（公共施設部 施設整備室） 

施設メンテナンスグループが行う修繕は、依頼原課が材料を調達した上で行うが、調達に時間を要し迅速な対

応が出来ない事案があったことから、常備する修繕材料の拡充を行った。 

10 手術の医療材料におけるコスト削減の達成（市立ひらかた病院事務局 経営企画課） 

手術で使用する医療材料には、使い捨ての「ディスポ」と使用後に洗浄・滅菌をすることで繰り返し何回も使

用できる「リユース」の 2種類があり、医療材料の全体コストの大部分を占めている。病院経営の大きな課題で

ある手術医療材料のコスト適正化に向け、この 2種類の調達内容を見直し、適時適所に使い分けることで約 4,700

万円のコスト削減を達成することができた。 

11 入場整理券裏面へ期日前投票宣誓書欄の印刷（選挙管理委員会事務局） 

有権者へ郵送している入場整理券の裏面へ、新たに期日前投票宣誓書欄を印刷することで、印刷業者に対する

宣誓書の発注数及びコストを削減することができた。また、期日前投票を利用する有権者の利便性が向上した。 

※組織名称は平成 27年度のものです。 


